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【様式】 
 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

銀行等の投資専門子会社による中小企業への出資に関する特例

措置 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人税：義）（国税 14） 

（法人事業税、法人住民税：義（自動連動））（地方税 10） 

② 上記以外の

税目 

不動産取得税：外、固定資産税：外 

 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

研究開発税制、中小企業経営強化税制、賃上げ促進税制その

他各種中小企業向け税制の適用対象となる中小企業者について

は、その発行済株式又は出資の総数又は総額の一定割合以上を

同一の大規模法人に所有されている法人等は除外されている（措

令 27 の４⑰）。 

このため、銀行等の投資専門子会社が事業再生又は事業承継

等を目的として中小企業へ出資を行う場合であっても、当該出資先

企業が「みなし大企業」に該当し、中小企業向け税制措置の対象外

となる場合がある。 

《要望の内容》 

事業再生又は事業承継支援等を目的として銀行等の投資専門

子会社から出資を受けた企業について、中小企業向け税制措置の

適用対象となる中小企業者の判定において、当該投資専門子会社

を大規模法人に該当しないものとして取り扱うよう所要の措置を講

ずることを要望する。 

《関係条項》 

【租税特別措置法】 

第 42 条の４（研究開発税制） 

第 42 条の６（中小企業投資促進税制） 

第 42 条の 11 の３（地方拠点強化税制） 

第 42 条の 12 の４（中小企業経営強化税制） 

第 42 条の 12 の５（中小企業向け賃上げ促進税制） 

第 42 条の 12 の６①②（カーボンニュートラルに向けた投資促進税制） 

第 42 条の 13⑤（特定税額控除制度の不適用措置） 

第 43 条の２（被災代替資産等の特別償却） 

第 44 条の２（中小企業防災・減災投資促進税制） 

第 52 条の２（特別償却不足額がある場合の償却限度額の計算の特

例） 

第 56 条（経営資源集約化税制） 

第 66 条の 13（オープンイノベーション促進税制） 

第 67 条の５（少額減価償却資産の特例） 
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【不動産取得税】 

地方税法附則第 11 条第 13 項（事業承継等に係る不動産取得税の課

税標準特例） 

 

【固定資産税】 

地方税法附則第 15 条第 43 項（先端設備等導入計画に係る固定資産

税の課税標準特例） 

5 担当部局 金融庁総合政策課  

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：令和８年８月 

分析対象期間：令和９年度～令和 10 年度 

7 創設年度及び改正経緯 ― 

 

 

8 適用又は延長期間 各税制に準ずる 

 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

地域の中小企業においては、経営者の高齢化や後継者不足の進展

により、事業承継及び事業再生の必要性が高まっている。他方、事業

再生や事業承継の局面では財務基盤が脆弱化しやすく、金融機関に

よる融資のみならず、資本性資金の供給を通じた経営基盤の強化が

重要となっている。 

このため、銀行等の投資専門子会社によるリスクマネー供給を促進

し、地域企業の事業価値向上、雇用維持及び地域経済の持続的発展

を図ることを目的とする。 

また、事業再生及び事業承継に取り組む中小企業について、中小

企業向け税制措置の継続的な活用を可能とすることにより、生産性向

上のための設備投資や賃上げを促進し、持続的な成長を実現すること

を目的とする。 

 

《政策目的の根拠》 

「成長投資を促進するための金融戦略」（令和８年７月 21 日）（抜粋） 

中小企業へ一定以上の出資を行う場合、出資先が「みなし大企業」

に該当し、中小企業向けの税制優遇が非適用となる取扱いについて、

銀行等による事業再生・承継支援に係る出資を促進する観点から、見

直しを検討する。 

 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

Ⅰ－３ 

金融仲介機能の十分な発揮に向けた制度・環境整備と金融モニタリ

ングの実施 

  
③ 租税特別措

置等により

達成しようと

する目標 

銀行等の投資専門子会社による資本供給を通じて、事業再生企業

の経営改善や事業承継企業の事業継続などを実現する。  

  

④ 政策目的に

対する租税

特別措置等

 銀行等の投資専門子会社の出資先企業が、中小企業向け税制措置

を継続して活用できることにより、当該出資先企業において設備投資

や研究開発投資などの実施を促進し、中小企業の持続的成長及び企
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の達成目標

実現による

寄与 

業価値向上に寄与する。 

 

 

 

10 有効性

等 

① 適用数 令和９年度 ：204 件 

令和 10 年度：204 件 

  
【算定根拠】 

銀行等の投資専門子会社による事業再生・事業承継等を目的とし

た出資実績をもとに推計した。近年、地域金融機関において事業承継

及び事業再生支援への取組が強化されており、投資専門子会社を活

用した資本性資金の供給需要は今後も継続すると見込まれる。 

（参考） 

令和８年度実績：204 件 

 

② 適用額 令和９年度 ：32 百万円 

令和 10 年度：32 百万円 

 

【算定根拠】 

投資専門子会社から出資を受ける企業について、特に中小企業税

制でも適用実績が多い①少額減価償却資産の特例、②中小企業投資

促進税制及び③中小企業経営強化税制の活用を仮定し推計した。 

 

（１）１件当たりの課税標準額 

①少額減価償却資産の特例 

 適用総額 3,847 億円÷669,306 件＝574,774 円 

②中小企業投資促進税制 

 特別償却 1,987 億円・・⑴ 

 税額控除 1,030 億円・・⑵ 

 （⑴＋⑵）÷54,478 件＝5,538,332 円 

③中小企業経営強化税制 

 特別償却 4,792 億円・・⑴ 

 税額控除 595 億円・・・⑵ 

 （⑴＋⑵）÷20,558 件＝26,203,072 円 

⇒①＋②＋③：１件当たりの課税標準額 32 百万円 

（２）適用件数 

①少額減価償却資産の特例 

 適用総数 669,306 件÷中小法人の総数 2,980,458 社＝22％ 

 適用数 204 件×22％＝46 件 

②中小企業投資促進税制 

 適用総数 54,478 件÷中小法人の総数 2,980,458 社＝２％ 

 適用数 204 件×２％＝４件 

③中小企業経営強化税制 

 適用総数 20,558 件÷中小法人の総数 2,980,458 社＝１％ 

 適用数 204 件×１％＝１件 

 

（出典）適用総額・適用件数は、「租税特別措置の適用実態調査の結

果に関する報告書（令和６年度）」より記載（税額控除の適用総額は推

計のうえ記載）。 
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  中小法人（資本金１億円以下）の総数は、「令和６年度分 会社標

本調査 －調査結果報告－」より記載。 

（参考）出資を受けた企業が以前活用していた中小企業税制につい

て、投資専門子会社に対するヒアリングにより確認。 

 

③ 減収額 令和９年度 ：31 百万円 

令和 10 年度：31 百万円 

 

【算定根拠】 

①適用件数、②適用額より国税及び地方税の減収額を試算。 

※国税 ：法人税、地方法人税、防衛特別法人税 

 地方税：事業税、特別法人事業税、法人住民税 

④ 効果 《政策目的（9①）の達成状況及び租税特別措置等により達成しようと

する目標（9③）の実現状況》 

 

銀行等の投資専門子会社は、一般事業会社のように出資先企業を

恒久的に支配することを目的とするものではなく、事業再生や事業承

継等を通じて企業価値向上を実現した上で投資回収を図る主体であ

る。 

しかしながら、現行制度では投資専門子会社が一定割合以上出資

した場合、出資先企業がみなし大企業に該当し、中小企業向け税制措

置の対象外となる場合がある。この結果、設備投資や研究開発投資

等に係る特例措置を受けられなくなり、事業再生や事業承継等の実効

性が低下するおそれがある。 

本措置により、中小企業向け税制措置の継続利用が可能となること

で、投資専門子会社による出資と各種税制措置との相乗効果が発揮

され、出資先企業の経営改善及び企業価値向上が促進される。 

  
《租税特別措置等により達成しようとする目標（9③）に対する租税特別

措置等の直接的効果》 

 

本措置は、投資専門子会社による資本供給機能を十分に発揮さ

せ、中小企業の持続的な成長及び地域経済の発展に寄与するもので

ある。 

《適用数（10①）が僅少等である場合の原因・有効性の説明》 

 ― 

 

 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

本措置は、銀行等の投資専門子会社による事業再生・事業承継支

援等に係る資本供給を促進し、出資先企業の設備投資、生産性向上

及び賃上げを後押しするものである。これにより、地域企業の持続的

成長、雇用維持及び地域経済の発展が期待されるほか、中長期的に

は法人税等の税源拡大にも寄与することが見込まれることから、本措

置については一定の政策的意義が認められる。 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

銀行等の投資専門子会社による出資は、一般事業会社による事業

支配を目的とする投資ではなく、企業価値向上及び地域経済の維持を

目的とするものである。 

そのため、「大企業に実質的に支配される企業を中小企業税制の対

象外とする」という現行制度の趣旨との整合性を損なうものではない。 
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したがって、事業再生又は事業承継等を目的とし、一定期間のみ株

式等を保有する銀行等の投資専門子会社による出資については、「み

なし大企業」判定における大規模法人から除外する措置を講ずること

が政策手段として妥当である。 

 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

 同様の政策目的に係る他の支援措置や義務づけ等はない。 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

 銀行等（主に地域金融機関）による事業再生・事業承継支援は、地

域雇用の維持、地域産業の持続及び地方創生に直結するものであ

る。 

そのため、本措置は地域経済の活性化に資するものであり、地方公

共団体が協力する相当性を有する。 

12 有識者の見解 ― 

 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

― 

 

 

 


